
 
 

 

 

 

 

 

 

 

平成 31 年度税制改正において検討することとされている車体課税については、その税

収が、今後増加していく都市自治体の道路・橋梁の老朽化等への対応財源として必要不

可欠であることを踏まえ、車体課税に減収を及ぼさず、都市自治体の財政運営に支障が

生じる見直しとならないようにすること。 

 
 

ゴルフ場利用税は税収の７割が交付金としてゴルフ場所在市町村に交付されており、ゴ

ルフ場関連の財政需要に対応するとともに、特に財源に乏しい中山間地域の市町村にと

っては貴重な財源である。 

ゴルフ場利用税に代わる恒久的かつ安定的な代替財源はあり得ず、現行制度を堅持

すること。 
 
 

地方の安定的な財政運営に必要となる一般財源総額及び地方交付税総額を確保 す

るとともに、恒常的な地方交付税の財源不足については、臨時財政対策債によることなく、

地方交付税法定率の引上げを含めた抜本的な改革を行うこと。 

また、地方の基金残高が増加していることをもって短絡的に地方財源を削減しないこ

と。 

 
 

「社会保障・税一体改革」の実現に向けた消費税・地方消費税率 10％への引上げにつ

いては、2019 年 10 月に確実に行うとともに、新しい経済政策パッケージについては、地方

行財政に大きく関わるものであることから、具体的な政策の策定に当たっては地方の意見

を十分踏まえ、国の責任により適切に財政措置を講じること。 

なお、消費税率 10％への引上げ時に導入が予定されている軽減税率制度については、

消費税・地方消費税の引上げ分のうち地方交付税原資分も含めると、約３割が地方の社

会保障財源であり、仮に減収分のすべてが確保されない場合、地方の社会保障財源に

影響を与えることになることから、確実に代替財源を確保すること。 

 

平成 30 年 11 月 
 

全 国 市 長 会 

平成３１年度 都市税財源の充実確保について 

（平成 31 年度税制改正に向けて） 
 

３．地方一般財源総額と地方交付税総額の確保等 

４．社会保障の基盤づくり 

１．車体課税の見直しに当たっての地方財政への配慮 

２．ゴルフ場利用税の現行制度の堅持 


